
１．支援の対象となる方 

(1) 対象者

宮崎県が実施する「ひなた創生のための奨学金返還支援事業」に該当する方が対象となります。 

①次年度に対象となる支援企業に正規雇用により就職し、5年以上継続して勤務する予定 

　のある方 （既卒者も可） 

②日本学生支援機構奨学金、宮崎県育英資金、宮崎県奨学会奨学金のいずれかの貸与を 

　受けている方  

(2) 支援人数

　平成30年度～平成36年度の7か年にわたって最大で毎年度40名、合計280名の支援を

行ないます。

２　国富町の支援額（宮崎県の支援額に上乗せする金額）

　　上記の１にある宮崎県の支給要件に加え、国富町内に住民登録をし、居住する若者を支援対象

　とするもので、支援額については次のとおりです。

３　参考（宮崎県の支援額）

　　大学等に在学中に貸与を受けた奨学金の要返還額の２分の１を上限に、対象となる支援企業に

　就職した１年目、３年目、５年目に次の表のとおり支援する。
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若者のＵ・Ｉターンを支援します！

国富町働く若者応援奨学金返還支援補助金

若者の企業等への就職を促進し、本町からの人口流出を抑止するため、宮崎県が実施する「ひなた創

生のための奨学金返還支援事業」と連携し、県内企業に就職した若者のうち、国富町へ定住する方には、

奨学金返還に要する費用に対し、町独自の補助金を上乗せ支援を行います！


